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二輪自動車産業における寡占体制形成(1)
水　川　　侑
はじめに
1945-74年までの自動車産業の発展を,生産台数という観点のみから,
四輪乗用車,四輪商用車,三輪車及び二輪車という車種間で比較した場合,
主位は次のごとく変化している｡ 1945-49年は商用車(四輪のトラック･
バス), 1950-51年は三輪車, 1952-68年は二輪車, 1969-73年は乗用
辛, 1974年は再び二輪車である｡二輪車は17年間首位を維持していて, 1952
年における生産台数は8万台弱であるが, 1968年には1952年比で28.4倍の
225万台強に成長している｡自動車産業の研究といえば,一般的には乗用
車産業が対象にされている｡商用車,三輪車及び二輪車が研究対象にされ
ることはほとんどない｡成熟した自動車産業ということを前提にすると,
三輪車は存在しないし,二輪車はメジャーな産業ではないとみなされてい
るようだ｡しかし,発展段階の初期において二輪車は(わが国においては
三輪車も),重要な役割を果たしている｡通商産業省監修『自動車統計年
表』第1集,自動車工業会･日本小型自動車工業会発行, 1953年による
と, 1952年の機械工業品目別生産金額は5,522億3,871万円で,これに占め
る自動車の割合は16.8%で,第1位である｡二輪車は自動車の総生産額の
8.0%を占めている｡同様に, 1955年には11.5%, 1960年には13.8%を占
めている｡この数値を,大きいと見るか,小さいと見るか,その判断は人
それぞれであろう｡このような量的な成長の裏で,品質(エンジン性能,
操縦の安易さ,走行安定性,メカニズム全体の信頼性など)の確立,量産
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と量販体制の構築,ブランドの構築,フルラインの形成などに向けての努
力がなされてきた｡ 1950年代半ばには200社もの企業が存在していたが,
弱肉強食の競争によって1964年末には8社(本田技研,鈴木自動車,ヤマ
ハ発動機,川崎航空機工業,ブリヂストンサイクル,丸正自動車製造,富
士重工業,三菱重工業)に減少してしまった｡そして,たくさんの二輪車
メーカーの中から世界的に認知されることになる乗用車メーカーが生まれ
たのである｡
1950年半ば頃200社もの多数の企業からなる競争的市場は, 1964年末に
大手8社からなる寡占的市場に変わっている｡この寡占的市場構造はどの
ように形成されたのか｡このことを,主として車の性能向上及びその系統
的発展,量産と量販体制の確立,ブランドの構築,フルライン体系の形成
などに焦点を当てて,解明しようとするのが当論文の第一の意図するとこ
ろである｡
またこの頃には,わが国の二輪車メーカーは世界市場においても主要な
大手メーカーになっていること,加えてそれ以前に四輪車メーカーに上昇
する行動をとっている｡鈴木自動車は1956年にトラック部門と乗用車部門
(この部門の本格的展開は62年から)に,本田技研は1963年に両部門に参
入している｡富士重工は1958年に乗用車部門に, 1960年にトラック部門に,
三菱重工は1960年に乗用車部門に参入している(三輪トラック部門には45
年に参入している)｡ただし,ヤマハ発動機と川崎航空機は二輪車市場に
とどまっている｡これらの企業は,二輪車部門における技術,資本,販売
ノウハウ等の蓄積をベースに四輪車部門に参入するわけであるが,それは
どのような技術的関連･展開の下になされたのであろうか｡そして次に,
どのように四輪車部門において量産体制やフルライン体系を形成してきた
のであろうか｡これらの点を明らかにするのが,当論文の第二の意図する
ところである｡
二輪自動車産業における寡占体制形成(1)　　27
第1章　二輪車産業の発展
人の移動手段として,また物の運搬手段として最も簡便な二輪自動車･
自転車は,敗戦後の物資の不足する日本において重要な役割を果たした｡
敗戦直後から1974年までの二輪自動車の発展過程及び生産構造の変化につ
いて統計資料(衣-1と表-2)を使用して説明することにする｡
1　二輪車産業の成長
(1)生産台数から見た成長概要
まず初めは,秦-1モーターサイクル･モータースクーター生産台数
の推移を用いて,二輪車産業全体の成長について説明することにする｡敗
戦後の二輪車産業は, 1946年に211台のモーターサイクル(統計表ではこ
の用語を使用｡記述ではモペットとオートバイの用語も使用)と8台の
モータースクーター(略してスクーター)を市場に送り出すことから,そ
の発展の歩みを始めることになる｡その最初の担い手は,陸王内燃機-
自動二輪車(側車を含む) ｢陸王｣を昭和21年度に253台生産-,昌和製
作所-軽二輪車｢昌和｣ 3台-及び宮田製作所-軽二輪車｢アサ
ヒ｣ 15台-であった｡他方,スクーター生産の最初の担い手は三菱重工
莱- ｢シルバーピジョン｣を昭和21年度に約20台生産-であった｡二
輪車生産台数の増加率を『国民所得統計年報』 (51-74年の数値)に示さ
れている国民総支出のそれと比較すると, 1960年までの二輪車の成長がい
かに高いものであったか理解できる｡二輪車の場合, 1946-50年34.6倍
(46年から50年までの伸び率,以下同じ), 1950-55年34.2倍, 1951-55年
10.8倍, 1955-60年5.7倍, 1960-65年1.5倍, 1965-70年1.3倍, 1970-
75年1.3倍(70-74年1.5倍)であった｡他方,国民総支出の場合, 1951-
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55年2.0倍, 1955-60年1.8倍, 1960-65年2.1倍, 1965-70年2.2倍, 1970
-74年1.9倍であった｡ 1960年以降になると,二輪車生産の成長は国民総
支出より低くなっている｡特に1960年を境に成長が低下していることは,
二輪車産業が揺藍期,成長期を経て成熟期に近づいていることを示してい
る｡この頃に,生産構造あるいは需要構造が何らかの要因で変化し始めた
のではないかと考えられる｡
オートバイの生産台数は, 1946年211台, 1950年2,633台(46年比で12.5
倍), 1955年20.4万台(50年比で77.6倍), 1960年134.9万台(55年比で6.6
倍), 1965年217.7万台(60年比で1.6倍), 1970年294.8万台(65年比で1.4
倍), 1975年380.3万台(70年比で1.3倍)と増加した｡日本のモーターサ
イクルは1952-53年頃から目覚しい飛躍の時代に突入したから,生産は
1950年から1955年にかけて-一気に拡大した｡それは,二輪車産業に｢多品
種少量生産の下での量産｣あるいは｢少量生産の寄せ集めの大量生産｣ 1)
の水準に達した企業が何社か存在する状態になったからでもあるだろう｡
1960年にはわが国の二輪車産業が100万台を超える生産規模となるので,
｢単品種大量生産｣を実現した企業が存在する状態になったと推測できる｡
この量産体制が築かれる過程で,これに対応できぬ企業が市場から追出せ
ざるを得なかった｡また, 1959年を境にして,オートバイ産業の生産構造
が大きく変化している｡ ｢車種｣の点から見ると,この産業を主導した分
野は1949年までは自動二輪車, 1954年までは軽二輪車, 1958年までは原動
機付第二種である｡いわゆる上級車から下級車に向かって,主導的車種が
移動したのである｡これは,後述するように,企業の技術革新努力(模倣
技術から独自技術への移行)によってエンジン性能が向上して,小排気量
車が大排気量車と同等あるいはそれ以上の性能を発揮できるようになった
ことによるのである｡ 1958年以降はどのようになったであろうか｡オート
バイに対するニーズが,軽便な輸送手段という役割から個人使用の交通手
段という役割へとウエイトが(購入者が事業所から個人世帯へ)移ってゆ
表-1モーターサイクル･モータースクーター生産台数の推移
自動二輪車
台数　　　比
208　98.
288　74.
533　53.
815　46.
895　34.
1,607 14.
4,448　9.
ll,838　10.
14,769　12.
計
6　　　　　211
4　　　　　387
3　　1, 000
2　　1, 766
0　　　2, 633
4　　11, 158
8　　45, 520
7　111, 174
2　120, 816
原付第二種
台数
モーターサイクル
暦年　原付第-種
台数　　　比
1946　　　　　　2　　0. 9
1947　　　　　10　　2. 6
1948　　　　109　10.9
1949　　　　　211 ll.9
1950　　　　　210　　8. 0
1951　　　　783　　7. 0
1952　　　4,230　9.3
1953　　15,835 14.2
1954　　19,770 16.4
1955　　27,528 13.5
1956　　33,310 12.9
1957　　34,354 ll.1
1958　　　49,006　12.6
1959　　324,590　43.0
1960　　904,707　67.1
1961 1,134,535　66.2
1962　　670,832　41.7
1963　　715,546　38.4
1964　　649,277　31.6
モータースクーター
原付第二種　　軽スクーター　　計
台数　　比　　台数　　比
自転車用
合計　　機関
219　　不明
2,010　　不明
7, 757　　不明
9, 189　　不明
7, 586　12, 867
23, 957　17, 232
76, 042　　70, 863
165,7ひ1　275,781
169,548　202,505
259,395　172,259
332,760　237,485
410,064　258,112
501,332　105,309
880, 629
1, 473, 084
1,804,371
1, 674,925
1,927,970
2,ユlo,335
2,212, 784
2, 447, 391
2,441,847
2,251,335
2, 576, 873
2, 947, 672
3, 400, 502
3, 565, 246
3, 763, 127
4, 509, 420
3, 802, 547
1　0.5
89　23.0
358　35.8
740　41.9
1,528　58.0
8,768　78.6
36,842　80.9
83,501　75.1
9,653　　8.0　　76,624　63.4
78,248　38.3
99,565　38.5
113,229　36.6
122,355　31.5
146,918 19.4
140,487 10.4
113,413　6.6
99,525　6.2
106,661　5.7
121, 691　5. 9
6,416　3.1
5,570　2.2
5,786　1.9
5,059　1.3
5,246　0.7
7,031　0.5
8,257　0.5
18,533　1.2
22,948　1.2
35,565　1.7
79,100　38.7
119,853　46.4
155,552　50.4
211,694　54.6
278,835　36.9
296,865　22.0
457,083　26.7
818,382　50.9
1,019,834　54.7
1,249,703　60.8
204,395 12,298
258,298　26,286
308,921 45,177
388,114　59,695
755,589　71,928
1,349,090　79,630
1,713,288　72,519
1,607,272　52,209
1,864,989　49,576
2,056,236　45,430
1965　　645,601 29.7 i,259,157　57.8　168,434　7.7　104,023　4.8　2,177,215　29,442
1,224,866　50.7
1,043,096　47.2
972,581　43.3
1,148,063　44.6
1,407,205　47.7
1,510,416　44.4
1,436,2〔垢　40.3
1,774,124　47.1
175,837　7.3
91,922　4.2
89,522　4.0
175,361　6.8
259,145　8.8
348,453　10.3
418,161 ll.7
384,316 10.2
98,350　4.1
65,175　2.9
132,085　5.9
160,682　6.2
385,723　13.1
618,879 18.2
743,948　20.9
521,(垢8 13.9
2,413,388　29,680
2,209,436　28,535
2,243,648　6,424
2, 576, 873
2, 947, 672
3, 400, 502
3, 565, 246
3, 763, 127
1966　　914,335　37.9
1967 1,009,243　45.7
1968 1,049,460　46.8
1969 1,092,767　42.4
1970　　895,599　30.4
1971　922,754　27.1
1972　　966,931 27.1
1973 1,083,619　28.8
1974 1,100,318　24.4　2,163,621　48.0　512,960 ll.4　732,521 16.2　4,509,420
1975 1,030,822　27.i 1,887,701　49.7　331,733　8.7　552,291 14.5　3,802,547
注;比は計に対する構成比である｡
資料;自動車工業会,日本小型自動車工業会『自動車統計年表』 1953年93頁, 1955年86頁, 1957年110頁, 1959年117頁, 1970年131頁｡
日本自動車工業会『主要国自動車統計』 1972年70頁, 1976年70頁から作成｡
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くのである｡また, 1960年頃はまだ賓沢な消費生活をするほどの余裕があ
る時代ではなかったが,旅行,野球,テニス,スキーなどのレジャー性向
が相当高まってきた時代である｡殊に,モーター･スポーツへの関心2)が
高まってくるにつれて,メーカーはこのような需要を先取りする形で高性
能車を開発することに努めた｡高性能･高速車に対する需要の広がりは,
メーカーが各種のオートレースに参戦することで刺激された｡たとえ
ば, 1955, 57, 59年に実施された浅間火山耐久レースによる国産オートバ
イ技術のレベルアップや1959年に英国のマン島で開催された｢ツーリス
ト･トロフィー･レース｣に本田チームが初参戦し125ccクラスでメ一
カーチーム賞を獲得したこと及び1961年の同レースで125ccクラスと250cc
クラスで完全優勝したことなどが考えられる｡これを反映して, 1959年か
ら1962年頃までは原動機付第一種(モペット), 1962, 3年頃からは原動機
付第二種が主導的な役割を果たすようになる｡また,軽二輪車と自動二輪
車は1960年代には一桁のシェアしか占めていなかったが, 1970年代前半に
は前者がおよそ10%,後者がおよそ14-18%のシェアを占めるようになっ
た｡更に, 1960年代に入ると,オートバイ産業が輸出産業へと発展するこ
とになる｡
(2)車種別から見た成長概要
オートバイの生産動向を｢車種｣別に見ることにする｡原付第一種は1948
-58年の11年間は数量的には順調に成長しているが,全体に対するシェア
は12,3%で相対的には発展しなかった｡この車種は(｢モペット｣ 3)と呼
ばれている),わが国では1953年に大日本機械工業が西ドイツのクライド
ラー社と技術提携によって生産されたものが最初のものである｡つづいて,
伊藤内燃機関(54年参入｡以下同じ),近藤鉄自転車(55年),大槻工業
(56年),田中工業(57年),鈴木自動車,山口自転車工場,本田技研,全
国自転車連鎖協(以上58年)が参入した｡更に1958年から1961年にかけて
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多くの企業がモペット分野に参入したのである｡この間に二輪車産業の生
産構造を大きく変えることが二つ起こっている｡一つは, 1952年8月施行
の法規で2サイクル60cc以下, 4サイクル90cc以下が原動機付き自転車と
して無免許･許可制となったこと4),これは,同年の石油統制の撤廃も加
わって,原付自転車を驚異的に伸ばした｡また, 1954年9月の｢道路運送
車両法｣改正(55年4月施行)によって,排気量125ccまでの二輪車は運
転免許取得の手続きが簡略化され許可制となる｡同時に, 125cc以下が原
動機付自転車(50cc以下は原付第-檀, 51-125ccは原付第二種), 126-
250cc以下が軽二輪車となった｡原付自転車の枠組みが125ccまでに広がっ
たために, 1953年まで中間車種として人気のあった60-90ccクラスの魅力
が薄くなる一方で,それを生産していたメーカーが一斉に125ccクラスに
殺到して,原付第二種ブームを引き起こした｡ちなみに人気車種はトーハ
ツ,ホンダベンリィ,トヨモーター,ミズホ,昌和等のマシンであった｡
もう一つは,本田技研が従来の車とは外観が違い,高性能で,しかも車重
が軽く,操作が簡易で,価格が安い原付第一種の｢ホンダスーパーカブC
IOO｣ (エンジン排気量49cc,最高出力4.5ps/9,000rpm) 5)を1958年8月
に投入したことである｡これを一つの契機として｢モペットブーム｣が起
こり,原動機付第一種の生産台数は, 1958年4.9万台, 1961年には1958年
の23.1倍の113.4万台へと一気に拡大した｡ 1962-65年は年平均67万台程
度で少し停滞気味であったが, 1966年以降はほぼ100万台の水準を維持し
ている｡先のモペットブームは1961年前半をピークにして下降に転ずるが,
その要因は1960年10月に原動機付自転車第1種の運転が許可制となり,読
験が課せられることになったうえ, 2人乗りが禁止され,最高速度や最大
積荷が第2種の40krTdl, 45kgに対し, 30km爪, 30kgと低く抑えられたた
め,第2種より利用度が劣り,新規需要が減少したからである(第2種は
このとき免許制となり, 2人乗りが認められた)0
次に,原動機付第二種の生産台数は,上記したように法規改正に伴って
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従来60-90ccクラスを生産していたメーカーが一斉に125ccクラスに殺到
したために大幅に増大することになった｡つまり, 1955年の7.9万台, 1960
年29.7万台, 1965年125.9万台と増加した｡ 1960年前後のシェアは50%を
大きく割っているが,それ以外の年においては50%台を維持している｡1967
年以降の生産台数は大体100-170万台,シェアは40%台を維持している｡
軽自動二輪車の生産動向について｡ 1953年8月に軽二輪車の枠が250cc
以下に拡大されたので,軽二輪車は小口荷物運搬用としてますます重要視
され,個人商店にとったは必要不可欠なものとなった｡その生産は,マン
島TTレースで本田技研や鈴木日工が優勝したことなどを背景に, 1960年
代前半から西ヨーロッパや北米への輸出が進んだことにもよって, 1958年
の12.2万台から, 1965, 6年頃には17万台に拡大,その後少し停滞する
が, 1970年に25.9万台に, 1975年に51.3万台にまでも拡大する｡
自動二輪車の生産動向について｡ 1958年は5,000台に過ぎなかった
が, 1965年には10万台に, 1970年には38.6万台になり,軽二輪車を凌駕す
ることになった｡中･大排気量車分野が広がってきたのは, 1960年代後半
から北米と西ヨーロッパへの輸出が促進されたこと, 1964年に名神高速道
路, 1969年に東名高速道路が開通,このことをオートバイメーカーが考慮
して,高速クルージング･マシンを相次いで登場させたことなどに依る｡
たとえば, 1965年に｢ホンダドリームCB450｣ (444cc, 43ps/8,500
rpm), 1966年に｢カワサキ650Wl｣ (624cc, 47ps/6,500rpm), 1968年
に｢スズキT500｣ (492cc, 47ps/6,500rpm), 1969年に｢カワサキ500SS
マッハⅢ｣ (3気筒500cc, 60ps/7,500rpm), ｢ホンダドリーム　CB750
Four-KO｣ (並列4気筒750cc, 75ps/9,300rpm)などが投入されている｡
スクーターの生産状況について説明する｡わが国におけるスクーターの
歴史は,三菱重工業名古屋機器製作所が米国サルスベリ社製｢モーターグ
ライド｣を見本として1946年8月に試作第一号車を完成させ,同年12月に
｢シルバーピジョン｣ (排気量112cc, 1.5ps/3,500rpm)として市販された
二輪自動車産業における寡占体制形成(1)　　33
ことから始まる｡つづいて富士産業｢ラビット｣ (135cc, 2.Ops/3,000rpm｡
47年参入｡以下同じ),三光工業｢ジェット･三鷹｣ (51年),扶桑機械あ
るいは扶桑電機｢フソウ｣ (53年),本田技研｢ジュノオ｣ (54年)が参入
した｡スクーターを生産する企業が増加したことで, 1946-55年に第一期
黄金ブームが起こり, 1955年には5.5万台が生産された｡スクーター産業
にブームが起こったといっても,二輪車産業という観点からすると,その
生産台数は少なく, 1952年頃からオートバイが台頭してきて,翌年にはス
クーターは完全に凌駕された｡オートバイは年毎にその勢いを増して行っ
た｡殊に,乗りやすくて機動性があり,車重が比較的軽量であって,しか
も価格の安いモペットが1957年以降に出現したことで,スクーターに対す
る需要は急激に縮小することになった｡つまり,スクーターに代わって,
モペットやオートバイ,軽三輪車や軽四輪車が市場に浸透して行ったので
ある｡
最後に,自転車用機関について説明する｡これに関する統計は1950-58
年に関するものである｡この間に生産された自転車用機関の数量は累計で
1,352,413基である｡同期間にスクーターは495,359台(前者より85.7万台
強少ない),モーターサイクルは1,451,029台(同じく, 9.8万台強多い)
である｡これは, 1952-53年に自転車バイクの爆発的なブームを惹起こし,
そして,運搬･移動手段の不足している時代の先駆けとして,またモペッ
トやオートバイが発展する足がかりを与えたものとして,更に補助エンジ
ンを製造するメーカーがモーターサイクルメーカーに発展する第一歩とし
て,重要な役割を果たしたのである｡
自転車用機関を誰が最初に生産したのか,あるいは誰が汎用エンジンを
これとして利用しようと考えたのか明らかではない｡また,この分野にど
のくらい企業が存在していたのか不詳である｡ただし,三樹書房編『ホン
ダスーパーカブ-国際車カブシリーズの検証-』 1997年によると(116
蛋), ｢ホンダカブ号(52年6月発売｡ 50cc, lps/3,600rpm｡のちカブ
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2型-FM型, 58cc, 1.8ps)は最盛期に月産18,000台を記録している｡
当時月産50台ほどの小さなメーカーを含め, 60社がバイクモーターを生産
していた｣ということである｡自動車産業史上有名なのは本田宗一郎氏で
ある｡氏は,陸軍の6号無線用′ト型エンジン-東京発動機製の部品を三
国商工(硯ミクニ)で自社製の気化器と一緒に組み立てられたもの-を
改造して自転車用補助エンジンを作り, 1946年暮れに市販している｡これ
は遠州地方の闇屋,織屋,医者といった高額所得者層に飛ぶように売れた｡
しかし,母体となるエンジンが限られていたので約500基で底をついてし
まった｡そこで本田氏は新しいエンジンの開発に着手し,出来上がったの
が｢エントツ式エンジン｣ (シリンダ一･ヘッドがピョコンと飛び出した
形のエンジン)である｡ところが,期待したほどの性能が得られなかった
ことと,加工が難しいことなどから,これをベースに更に新しく設計され
なおされたものが｢ホンダA型エンジン｣ (2サイクル0.5馬力｡ 47年10
月完成)である｡これは1947年11月から1951年末まで生産された｡
もうひとつの例は,東京発動機の場合である｡この会社は,初め関西や
中京地区のバイクメ-カーにエンジンを供給していたが,自社ブランドで
｢トーハツパピーTRD｣ (48cc, 1.3馬力｡前輪駆動のバイクモーター)を
1950年に市販し,次に1952年に｢ホンダA型エンジン｣と同様の自転車
の三角フレーム部分に取り付ける｢トーハツパッピーTRE｣ (38cc, 1.5
馬力｡後輪駆動)を売り出した｡このエンジンは信頼性が高く,人気を博
した｡また,新明和興業(前身は川西航空機)は,英国のどリヤスエンジ
ンと三国商工製のポータブル発電エンジンを参考にして自転車用補助エン
ジンを開発し, ｢ポインターデラックスPD型｣ (56cc, 1馬力)という商
品名で1947年7月から販売している｡これはよく売れ,一時シェア50%を
超えるほどの人気を博した｡会社は多額の利益を得たので,これをベース
にして軽自動二輪車部門に進出した(52年から248cc, 9馬力の｢ポイン
ターエース｣を生産)｡
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本田技研,東京発動機及び新明和興業は,ともに自転車用補助エンジン
技術をベースにして｢モベッド｣あるいはモペトに,そしてオートバイの
生産に進出して行った｡これらの経営者は,低い性能のエンジンからより
高い性能のエンジンへ,簡単な商品から複雑な商品へ(ただし,量産でき
るように部品点数を減らしたり,加工工程数を減らしたりする),少量生
産から大量生産- (あるいは少量多品種生産から少品種大量生産へ),そ
のもてる経営資源(技術者,蓄積した技術や資本など)を投入し続けるこ
とで二輪車それ自体を進化させたのである｡
2　輸出の発展
わが国の自動車の輸出台数と輸出額が上昇軌道に乗ったのは,三輪車を
別にすれば, 1955年以降である｡二輪車の輸出台数は1955年323台, 1960
年56,268台, 1965年868,756台である｡他方,輸出額は,それぞれ, 6.9万
ドル(自動車輸出額の0.6%｡以下同じ), 1,057.2万ドル(8.9%),
16,303.3万ドル(33.0%)である｡二輪車の輸出は, 1955年から1965年に
かけて急増した｡以下では,表-2　車種別輸出及び仕向け地域別輸出の
推移を用いて,二輪車の輸出状況について説明することにする｡
(1)車種別輸出の動向
二輪車の輸出は, 1947年の45台から始まるが, 1958年まではその大部分
はスクーターであった｡ 1959年にはスクーターの生産と輸出が最大となり,
それ以降はともに縮小している｡この年からモーターサイクル,翌年から
モペットの輸出が増大し始める｡ 1960-63年においてはモペットが輸出の
大半を占めていたが, 1964年以降になると, 1960年頃からの西ヨーロッパ
と北米向けの輸出促進努力が功を奏して,モーターサイクルの輸出が急増
し,その割合が7-8割を占めることになる｡この背後には, 1962年から
表-2　二輪車車種別輸出及び仕向け地域別輸出
モペット　　　　　モータサイクル　　モータースクーター　合計　　　輸出比率　仕向け地域
ヨーロッパ　　　　　アメリカ
年　　台数　　　比　　台数　　　比　　台数　　　比　　　　　　　　　　　　台数　　　　比　　台数
アジア　　　　　大洋州･アフリカ
比　　台数　　比　　台数　　　比
1947
1 948
1949
.1911
1951
1952
1953
1954
蕊
1957
1 958
_一室
18
1
16
24
.._旦主
207
430
1, 078
45
1, 161
524
801
491
18
105
191
323
648
1. 907
5,427
19, 484
56, 268
78, 449
202, 090
4(刀, 385
592, 739
868, 754
976, 360
944, 168
1, 136,636
1, 298, 866
1, 737, 602
2,278, 513
2,437, 185
2,492, 147
3, 240, 466
2, 690, 801
1959　　　4,770　24.5　　　8,372
1960　　　28,622　50.9　　23,769
1961　　47,764　60.9　　28,470
1962　117,843　58.3　　81,428
1963　　227,366　56. 8　169, 591
1964　　235, 702　39.8　　355,008
1965　　240, 520　27. 7　　625,363
1966　　301,694　30. 9　　672,875
1967　　450,869　47.7　　481,583
1968　　494,395　43.5　　641,003
1969　　398,339　30. 7　　銚X), 527
1970　　326,815 18.8 1,410,787
1971　298,777 13.1 1,979,736
1972　　279,951 ll.5　2,157,234
1973　　343,610 13.8　2,148,537
1974　　331,021 10.2　2,909,445
1975　　288,974 10.7　2,401,827
172, 962
283, 698
564, 189
531, 168
247, 397
309, 686
611, 103
1, 085, 524
111,118　27.7
133,374　22.5
68,446　7.9
68,274　7.0
164,402 17.4
160,522 14.1
95,976　7.4
173.479　10.0
274,915 12.1 1,477,499
345,478 14.2 1,525,032
391,440 15.7 1,190,145
477,358 14.7 1,603,054
5伽,218 18.7　　919,576
荏;比は合計に対する構成比である｡
資料; 『自動車統計年表』 1955年64頁, 1960年151頁, 1965年141頁, 1966年72頁, 1969年132-141頁, 1971年84-87頁｡
『主要国自動車統計』 1972年80頁, 1976年80頁｡
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内需の前年比がマイナスを示し始めること(表-3参照)，つまり内需の成
熟という現象があって，それが輸出を高めざるを得ない要因のーっとして
作用したと考えられる O
1959年を境に大きな変化が生じているのは，第一にモーターサイクルの
生産において大量生産体制を構築するにいたった企業が現れてきたこと，
第二に日本のモーターサイクルの性能・品質が海外で認められるようにな
ってきたこと，第三に大手企業が輸出に本腰を入れるようになってきたこ
とである O 第一について， 1955年及び1959年現在で年産 1万台以上生産し
ていた企業はどのくらい存在していたか。 1955年においては，東京発動機
(4.5万台)，本田技研 (4.1万台)，みづほ自動車(1.0万台)の3杜であっ
たが， 1959年には11杜 (28.5万台で最高の本田技研， 1. 0万台で最低のJlI
崎明発)になり，上位企業の生産規模は5万台以上となっているO 第二に
ついて， 1955， 57， 59年に浅間火山レースが実施されているO 本田技研
が， 1959年に TTレースに初出場し， 125ccクラスでチーム賞を受賞， 1961 
年に世界GPレースで125cc.250ccクラスでメーカーチャンピオンを獲
得， 1962年に TTレースにおいて125cc，250ccクラスで完全優勝，また同
レースで鈴木自動車が50ccクラスで優勝している o TTレースや GPレー
スでの日本車の優勝が欧米において高く評価されて，日本車に対する海外
需要が増大した。第三について 本田技研は1959年に米国にアメリカン・
ホンダ， 1961年に西ドイツにヨーロピアン・ホンダの販売会社を設立して
いる O ヤマハ発動機は， 1958年末にヤマハ・デ・メキシコを通じてオート
パイの SKD方式によってメキシコで販売活動を開始 1960年に米国にヤ
マハ・インターナショナル・コーポレーションを設立して販売活動をする O
鈴木自動車は， 1962年まで豊田通商を通じて海外販売をしていたが， 1963 
年に USスズキを設立して販売するようになる。
(2) 仕向け地域別輸出の動向
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ここでは,仕向け地域別輸出構造が, 1963年以降どのように変化するか
について説明することにする｡上記したように,大手メーカーが1959年以
降モペットやオートバイの本場である西ヨーロッパや米国に販売会社を設
立したこと,またマン島TTレースで本田技研や鈴木自動車が優勝したこ
となどで, 1960年代前半には排気量250cc以下クラスが, 1960年代後半か
らは中･大排気量車が,この地域に先行的に輸出された｡輸出先のおよそ
半分は北アメリカであるが,その大部分は米国とカナダである｡ヨーロッ
パには1964年までは20%以上,それ以降は10-16%が輸出された｡二輪車
生産で先進国である西ヨーロッパ諸国へ日本車が進出することで,当地の
弱小メーカーは市場からの退出を余儀なくされた(たとえば, 56年に英の
ビンセントとダグラス, 57年に英のサンビーム, 58年に独のNSUとア-
デイ)｡大排気量車が主流の米国市場においては,特に本田技研は1964年
に始めた｢ナイセスト･ピープル･キャンペーン｣の広告以降,小排気量
辛-本田技研の場合, 50ccクラスの｢スーパーカブ｣, 125ccクラスの
｢ベン1)イ号｣, 250･300ccクラスの｢ドリーム号｣ -が驚くほど売れ始
めたのである｡ 1965年以降に日本のメーカーが中･大排気量車を開発して,
これを米国市場に投入するようになる｡それで米国市場においてイギリス,
西ドイツ,イタリアの大型バイクと市場の争奪戦が展開されるようになっ
た｡更に1969年に本田技研が｢ホンダドリームCB750Four-KO｣ (並列
4気筒736ccエンジン搭載)の輸出を開始すると,他の日本メーカーもこ
れに習って大排気量車のマルチシリンダー化を進めた｡欧米メーカ-でこ
れができないもの,たとえばイギリスのアリエル(70年), BSA (71年),
トライアンフ(82年),イタリアのMVアグスタ(76年),モンデイアル
(79年),西ドイツのツユンダップ(84年)などが市場から姿を消すことに
なった｡
アジア及び大洋州･アフリカの地域には日本のメーカーと競合するメー
カーは存在しないのであるから,輸出のことだけを考えればよかった｡後
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秦-3　二輪車の輸入,内需及び輸入比率　　　　(単位;台数, %)
午 俛>搜輸入 前年比 冲?ﾉNIzb輸出比率 ₦         
1955 S津s"321 S津3- "0.1          
1956 3"ﾃ"520 3"ﾃc3"28.3 R0.2          
1957 鼎づSr542 鼎づc湯22.9 20.5         
1958 鼎迭ﾃR545 鼎澱ﾃCS21.5 1.1         
1959 塔cﾃCR546 塔cﾃc73.6 b2.2          
1960 ﾃCbﾃb399 ﾃCrﾃ#R64.5 "3.8            
1961 ﾃs#Rﾃ"142 ﾃs#bﾃcB21.8 4.3           
1962 ﾃCs"ﾃR123 ﾃCs"ﾃ鉄-14.7 12.1          
1963 ﾃS#rﾃSコ250 ﾃS#rﾃR3.7 20.8          
1964 ﾃSrﾃS唐98 ﾃSrﾃc澱-0.7 28.1           
1965 ﾃ3CBﾃ#75 ﾃ3CBﾃ2-ll.4 39.3            
1966 ﾃCsﾃ3167 ﾃCsﾃ唐9.5 39.9              
1967 ﾃ#途ﾃcs123 ﾃ#途ﾃ-ll.8 42.1           
1968 ﾃBﾃc湯437 ﾃRﾃ3b-14.1 250.5             
1969 ﾃ#sづr669 ﾃ#sづcsb14.7 R50.4          
1970 ﾃ#ﾃs179 ﾃ#ﾃ#C-5.4 58.9               
1971 ﾃ#ﾃ塔266 ﾃ#"ﾃ#SR-7.3 "67.0           
1972 ﾃ#づc1,532 ﾃ#津S0.7 B68.4             
1973 ﾃ#sﾃ塔1,413 ﾃ#s"ﾃ312.6 貳ﾂ66.2          
1974 ﾃ#cづ鉄B7,228 ﾃ#sbﾃ0.3 經r71.9         
1975 ﾃﾃsCb19,182 ﾃ3ﾃ-ll.4 縱70.8              
注;国内出荷は(生産一輸出)で,内需は(国内出荷+輸入)である｡輸入比率は
(輸入÷内需)である｡輸出比率は(輸出÷生産)である｡
資料; 『自動車統計年表』 1970年, 1975年から作成｡
ほどになると, KD生産や技術供与にもとづく生産が問題となる｡アジア
地域への輸出は, 1967, 8年に50%, 1971, 2年に15%と異常に高い年と低
い年があるが,全般的には20%台である｡大洋州･アフリカ地域への輸出
は1972年までは6-8%程度であって,その後11,2%に増加している｡
3　輸入の動向
『自動車統計年表』に輸入台数が表示されるようになるのは1955年から
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である｡それを示したものが表-3　二輪車の輸入,内需及び輸入比率で
ある｡
二輪車の輸入は6), 1955年下半期以降｢日英通商協定｣により年間10万
ポンド(28万ドル)の枠内で輸入され, 1957年度上期からは部品も年間
1.5万ポンド(4.2万ドル)づつ輸入されるようになった｡更に1958年度は
総排気量340ccを超える大型オートバイ用として2.5万ポンド(7万ドル)
の枠が割り当てられ,完成車と部品合わせて39.2万ドルの輸入がおこなわ
れた｡主な仕入れ国はイギリス,西ドイツ,イタリアであり(58年のシェ
アは,それぞれ, 46.9%, 34.7%, 15.0%),車種は一般に総排気量の大
きい大型車が大部分である｡日本のオートバイの品質,性能が急速に向上
するのは1955-60年で,この間の輸入台数は多いほうであった｡ただし年
間の輸入台数は500台程度である｡この間に｢モペットブーム｣が起こり,
大手メーカーは量産体制を確立してコストを削減して,その輸出を推し進
めた｡このためモペットの輸出は1960年から1969年にかけて猛烈な勢いで
拡大する｡他方輸入は, 1960年代はほぼ100-400台程度で,その後再び増
勢をたどることになるのは1972年からである(62年以降の内需成熟化現象
-前年比マイナス成長及び需要の多様化-且つ為替相場の固定制から
変動制への移行に伴う円高現象を背景に輸入急増)｡それでも,輸入台数
は輸出台数と比較してきわめて少数である｡これがわが国二輪車(四輪
車)産業の特徴の一つである｡輸出相手国との間に貿易摩擦を起こさない
ようにするには,あるいは二輪車産業の育成(支援)のためには現地で生
産をせざるを得ない状況を,輸出拡大がおのずから作り出していたのであ
る｡
注
1)出水力著『オートバイ･乗用車産業経営史』日本経済評論社, 2002年, 149頁｡
2)自動車工業振興会『自動車ガイドブック』 1959-60年版には｢モーター･ス
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ポーツのすすめjという文が掲載されている O
3 )自転車用機関(バイクモーター)は，自転車に取り付けて使用する別売りの小
型エンジンである。自転車に補助エンジンを取り付けたものが「モベッドJで，
ペダルの付いた車が一般的である o MOPEDとはモーター=MO+ペダル=PED，
つまりエンジンとペダル付二輪車のことである O これが進化したものが「モペッ
ト」であって，これは最初から強化された専用車体と排気量50cc以下のエンジン
が 4体となっている二輪車である。わが国最初のモベッドは田中工業の「タス・
モーベッドJ(50cc)である。
4 )オートパイ規格の推移。 1952年8月以前:原動機付自転車は2サイクル気筒容
積50cc以下 4サイクル以下60cc以下，軽二輪自動車は，同じく， 51 ~ 1∞c， 61 
~ 150cc，二輪自動車は，同じく， 101cc以上， 151cc以上。 1552年8月:原動機付
自転車 2 サイクル60cc以下 4 サイクル90cc以下，軽二輪自動車 2 サイクル61~
100cc， 4サイクル91~ 150cco 1953年 8 月 ~55年 3 月:軽二輪自動車は2 ， 4 サイ
クルともに250cc以下，小型二輪自動車は2，4サイクルともに251cc以上。「道路
運送車両法J(登録，整備関係，統計等)では左のような4区分。「道路交通法」
(交通，運転免許関係等)では原動機付自転車 (50cc以下)と自動二輪車 (50cc
超)0<67.10>。
5 )当論文で示しているオートパイ及びスクーターの諸元(スペック)は『モー
ターサイクリスト 国産モーターサイクル戦後史.11987年8月号臨時増刊，八重
洲出版に主として依っている O これで得られないものは その他の資料に依存し
ている O
6 )通商産業省重工業局編『日本の機械工業』日本重工業研究会， 1960年， 528頁。
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第2章　原子的市場から寡占的市場へ
モーターサイクル(オートバイと自転車バイク)を製造する企業が, 1946
-58年の間にどのくらい存在していたかと問うと,それは漠然と100-200
杜程度であって,正確にはわからないということになる｡これに対して,
出水力氏は,モーターサイクルの最盛期の1953年頃204社(56年88社)を
数え,それらの多くのものが｢月産10台足らず｣の規模であって,これら
メーカーの生産設備の多くが戦前のもので精度が悪かった｡生産ロットが
小さいので,購入資材･部品は割高となる｡更に販路の開拓やアフター
サービスは十分でないので,激烈な競争の中で瞬く間に淘汰されていった,
といわれている1)0
自転車用エンジン及びこのエンジンを付けた自転車あるいはモベッドの
普及によって,モーターサイクル市場に多くの企業が参入して,その市場
が成長･拡大されて行き,且つその過程で弱小企業が市場から姿を消して
いった｡ここでは,初めに表-4　二輪車生産実績-1946-54年度-
と表-6　会社別生産実績-1952-61年-でもって,次に表一8　会社
別車種別生産実績-1958-70年-でもって,企業の参入･退出の状況
を説明することにする｡最後に,モーターサイクル産業の市場構造と価格
競争について記述することとする｡
1　モーターサイクル業における参入と退出
(1)会社別観点からの参入と退出
モーターサイクル産業においては, 1946年から1960年にかけて多くの企
業が参入した｡これらの多くのものは1年ないし数年市場にとどまってい
るだけであった｡簡単に参入できたということは,二輪車(特にエンジン
秦-4　二輪車生産実績-1946-1954年度
会社名 倆Ikﾂ車種 鼎b1947 鼎1949 鉄1951 鉄"1953 鉄B            
陸王モーターサイクル 凛H咤zH咤蒴側車.自二 側車.自二 3R346 鼎r220 ッ584 都31,983 ﾃ#Cx中ﾆﾂRﾃ#32                  
昌和製作所 剴28 s"270 塔21,547 ﾃSR3,790         
宮田製作所 5H7R62 Cr356 S499 1,593 ﾃSB2ﾃS3,690 4,107 1,374 8,124 30,344 69 2,816 3,678 ﾃ#32ﾃ都2ﾃScrrﾃ鉄Rtｳ"ﾃst###津Cモ涛ﾃcBﾃ#                                     
ジミー製造 目黒製作所 8ﾈ7簫84ﾒ84ﾒ4ﾈ887X6x92-ﾘ,8-6｢ﾘ86｢ﾘ84rﾘ7X5疫ｲﾒ4rﾘ7X8"ﾘ5簫6x8"ﾙuｲﾒ0 #s307 436 Cr                              
みづほ自動車製作所 本田技研工業 エーブ自動車工業 トヨモータース 剋ｩ動二輪 自動二輪 自動二輪 自動二輪 劔19 鉄BS165 3,282 1,677 91 ﾃCBﾃモ"ﾃSSB#C              
新明和興業 ﾈ48985ｲ劔16 ﾃャ6,120 唐ﾃ3         
ミシマ内燃機 h7ﾒ劔,638 ﾃャR3,884 鼎s       
モナ-クモーター 丸正自動車製造 センター製作所 ﾈ6ｨｸ8(6坪4888(4888(45ｨ985ｲ劔02 496 30 ﾃ"ﾃCC2ﾃ3cr1,667 6,435 1,630 ﾃ#crtrBﾃ#sBsR                           
パール製造販売 ﾘ2ﾘ8ｲ劔85 鉄763          
ヘルス自動車工業 x8ｸ5劔93 ビ4,051 ﾃcS        
日米富士自転車 H5r劔剴ﾃ2,927 田S2       
日本軽自動車工業 比ｴ"劔剴sCr134 鼎   
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北川自動車工業
スミダ発動機
藤田鉄工所
富士工業
富士自動車
東京発動機
タイガー商会
大阪ゼット工業
日本高速機関
八木軽事柄
大東製機工業
永田工業
ツバサ工業
その他
側車･自動二輪車計
軽二輪車計
合計
ポートリー
スミダ
オートピット
ハリケーン
クインラビット
DNB
トーハツ
ムーンタイガー
ゼット
ホスク
サンヨー
DSK
DSK
ゴールデンデイ
ア
ツバサ
自動二輪
自動二輪
(5)120
2, 920
8, 752
ll, 674
106, 622
118, 296
資料;日本小型自動車工業会F小型情報』第30号(昭和29年5月-昭和30年4月) 112,120頁より作成｡上記表に掲げてある31社の外に, 120頁の
｢生附表(5ト2｣には次の会社が掲げてある｡丸内数字は参入の月, <　>内の数字は退出の月｡ ( )は車名である｡
数字は1954年度の生産実績である｡富士オートバイ① (フジ) 110,伊藤機関工業(IMC) 1,827,山口自転車工場⑧ (マルワイモーター) 1,945,片山
産業(オリンパス) 1,001,土井産業(フライバード) 353,石津機械製作所<29/9> (マスコット) 10,天竜自動車(リーダー) 355,豊国機械工業
(ヒット) 506,大日本機械工業<29/11> (光) 432,日本軽発④<29/11>175,ナショナルオート(パンサー) 92,北方モーター<29/4 >1,浜島工
業<29/11>5,大鳥機工(オオトリ) 57,大沢製作所<30/ 1 >95,大洋輪業製作所②556,大宮富士工業⑨ (キングダイナ) 614,伊藤内燃機⑪<30/
1 >26,西尾鉄工所①<30/ 1 >5,庄司工業所①360,岡本自転車③207,以上21社8, 732台｡
ER　9 1　14　　264　0　6　2 44
7　7　7 0　6　1 58　5 日H
2　7　5　54 9992 66　73 43
384935 46ー 03ー 57753　7伽5　1　1 1
4 41 55㈱㈱湖　1-｡鰯1 -2批納ー--1餌袖3.1ー　12　③7･　l
＼ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ー
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と車体)の設計技術がそれほど高度でなく,それを生産する設備もそれほ
ど大掛かりでなく且つ精密度もそれほど要求されないものであったからで
ある｡ 1950年には機械工業に関する資材の統制解除,朝鮮戦争勃発に伴う
特需景気の発生, 1952年にはガソリンの統制撤廃,オートバイの運転が免
許証から無試験の運転許可証に改正されたこと等は,何ほどかの機械加工
技術を持っている者や一旗上げたいと思っている実業家にとって,モー
ターサイクル産業へ参入するまたとないよい機会となった｡
先ず, 1946-54年度におけるオートバイ産業における参入と退出,その
年の企業数と存続企業数の状況について表-4　二輪車生産実績-1946
-54年度-を用いて説明しよう｡
1946年度にオートバイの生産を開始したのは陸王内燃機(後に陸王モー
ターサイクル) -初めに自動二輪車｢陸王750R｣ (746.6cc, 14.5ps/
3,700rpm),次に側車｢陸壬サイドカーVFD-LTS｣ (1,200cc, 30ps/3,500
rpm｡ 50年投入) -,昌和製作所- ｢昌和号｣ (101.5cc, 3ps/4,000
rpm)｡ペダルを踏めば自転車のように走行できる2系統式-,宮田製
作所-｢アサヒ号DC型｣ (196cc, 3ps)-の3社である｡1947, 48, 49
年度には,それぞれ,ジミー製造,目黒製作所,みづほ自動車製作所が参
入している｡上記6社のうち,昌和製作所とジミー製造を除くメーカーは,
戦前に製造していた車を多少改良したり模様替えしたものを市場に投入す
ることで,オートバイ産業に復帰した会社である｡ 1950年度には本田技研
工業とエーブ自動車工業の2社が参入し,ジミー製造が退出している｡従
って,この年度に存在していた企業は8社で,存続企業は7社である｡同
じように表-4を見て行くと, 1951年度には8+Ⅹ1社が参入,従って存在
企業(前年度存続企業+参入企業)及び存続企業(存在企業一退出企業)
はともに15社である｡同様に, 1952年度には9+Ⅹ2社, 24社, 1953年度に
は4 +Ⅹ3社, 28社｡ 1954年度には11社が参入,従って存在企業39社+12社,
存続企業51社である｡上記のことを整理して表にしたものが,衣-5　参
46
秦-5　参入･退出と企業数
年度 伜?ﾂ存在企業 頽存続企業     
1946 3 3     
1947 4     
1948 5     
1949 6     
1950 8     
1951 唐ｸuﾓ15 5    
1952 湯ｸuﾓ"24 4   
1953 釘ｸuﾓ228 8   
1954 免ﾂ39+12 1   
港;衣-4の下記に書いていることと表-6から, Ⅹ1は大日本機械工業,浜島工業の2社
(と推測), Ⅹ2は伊藤機関工業,片山産業,土井産業の3社, Ⅹ3は石津機械製作所,
天龍自動車,豊国機械_L業,ナショナルオート,北方モータース,大鳥機工,大沢
製作所の7社である｡
入･退出と企業数である｡
1954年度に存在する51社を規模別に整理すると,生産台数10,000台以上
3社, 5,000台以上10,000台未満3社, 1,000台以上5,000台未満14社, 100
台以上1,000台未満21社, 100台未満10社である｡上位3社のシェアは
49.2% (58,242台),次位3社のシェアは16. 1% (19,090台)である｡
上位3社の企業規模はそれ以下のものと比べて確かに大きいが,中位の企
業が追いつけないほど大きくはない｡ 1950年代前半は戦後におけるオート
バイの導入,普及といった時期であるから, 1946年度以降参入する企業は
増え続け,それらの企業規模はまだそれほど大きくない｡企業家の経営努
力(エンジン･車体の設計と性能の改善･向上,量販体制の確立等に向け
ての努力)しだいで中位の企業あるいは後発企業の殆どが,大企業に成長
する可能性を与えられていたのがこの頃であろう｡
次に, 1952-61年における参入と退出,その年の企業数と存続企業数の
状況について表-6　会社別生産実績-1952-61年-を用いて説明し
よう｡
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秦-6　会社別生産実績-1952-1961年
1952 鉄21954 鉄R1956 鉄r1958 鉄1960 田           
みづほ自動車 都5,638 免ﾂﾃCィ10,344 ﾃ3C2905 鉄2205 16,451 田2ﾃピ266,998         
陸上モータ-サイクル 都SR1,640 ﾃS1,151 ﾃャb1,777 17,013 塔3bBﾃC3b          
ミシマ軽発 ﾃSC4,291 都S1,115 ﾃ3ッ     
昌和製作所 ﾃ田3,365 釘ﾃ7,508 ﾃ3ヲ        
甫凹製作所 ﾃ3,557 ﾃsS2,696 ﾃs3B3,743 ﾃSCr14,825           
目黒製作所 ﾃB4,904 迭ﾃc#27,396 ﾃ313,260 免ﾂﾃ鉄rﾃ3sRづCSR15,089 285,218 9,181 BﾃS3cC津#C2BﾃCll,102 935,854 26,871                     
エーブ自動車工業 ﾃ3CB3,010 ﾃャR244 SR227       
本田技研.1■二葉 日米富士自転車 富士機械1r_莱 丸止自動車製造 湯ﾃcSツr"ﾃﾃs29,797 2,623 690 6,166 bﾃ#3bﾃCc2BﾃSc40,822 194 7,218 鉄Rﾃ3津ンR77,509 8,699                       
新明和興業 ﾃS3R5,437 唐ﾃ#b9,529 ﾃ#310,172 "ﾃsc"15,029 1,674 1,320 2,861 "ﾃs32           
富士_1二業 唐285 31,672 ﾃs#5,681 ﾃCr18,382             
伊藤機関t業 機輪内燃機 タイガー商会 三協 スミダ発動機 ロケット商会 北川自動車 大阪ポインタ一 山ト トヨモータース ミナト 土井産業 蘇 センター製作所 大洋_~Ⅰ二業 相生モータース ジェットスター 正則 フジ工作所 日本軽自動車 天王鋳工所 モナ-ク工業 高橋 大阪ゼット 堀モーター ユタカ 片山産業 天龍織機 福田 大阪精密 パール号製造 都cc#SCイR"ﾃ都r"ﾃ3S2ﾃsrc3BSR#cR#3##BcS3Rbbc3##"#32Sb##R#"BBb1,555 407 1,118 113 4,197 4,873 251 1,265 3,271 604 1,700 661 455 i,544 1,575 47 708 756 ﾃャ2#CR"ﾃsc2ﾃ3コBﾃ鉄2"ﾃ3#B3#b3B#cﾃSC鉄ﾃCC1,863 307 291 3,503 ll,029 443 263 55 239 1,021 1,239 407 ﾃ"ﾃscR"ﾃ#2Bﾃs#S2Scc2ﾃccR2宇2,477 13 1,782 494 12,993 21 1,505 ﾃ2"ﾃ#ｒﾃィﾃC#ﾃ32                                                                                                            
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資料;自動車工業会･日本小型自動車工業会『自動車統計年表』 1953年-1962年から作成｡
1952年に存在していた企業は45社(パール号製造とヘルス自動車工業を
含む), 1951年に存続企業は16社(表-4では正確には15-17社)以外の企
業を当年における新規参入企業とすると,それは29社となる｡つまり既存
企業16社のところに29社が参入してきたということである(パール製造販
売とパール号製造は同一会社と見なして,これとヘルス自動車工業は52年
に存続企業とする｡ヘルス日工は,ミナト製作所が55年1-3月の間に社
名変更した会社であるようだ)｡この年に退出した企業は11社,従って存
続会社は34社(ロケット商会と相生モータースは存続会社と数えた)｡ 1953
年には16社が新規参入,当年の存在企業50社,退出5社,従って存続会社
45社｡このような手順で表-6を整理し,まとめたものが表-7　参入･退
出と企業数である｡
1959年末に存続していた企業は19社で,翌年4社が新規に参入したの
で, 1960年には23社が存在した｡当年に8社が退出したので, 1960年末の
50
秦-7　参入･退出と企業数
年度 伜?ﾂ存在数 頽存続数     
1951 1952 45 免ﾂ16 34    
1953 b50 迭45    
1954 途52 唐44   
1955 72 249     
1956 52 "40     
1957 43 33      
1958 35 免ﾂ24    
1959 26 途19    
1960 釘23 唐15   
存続企業は15社である｡この存続企業の生産規模を見ると,富士工業とゼ
ブラモーターは別として,小規模は1,600-14,000台,中規模は22,000-
63,000台,大規模は120,000-640,000台である｡小と大の規模格差は相当
開いているが,この頃はまだ小規模や中規模の企業が,どのような政策
(たとえば合併,特定車種分野に集中)を採るかによって生き延びること
のできる環境であった｡ 1952年から1961年までの間に市場から姿を消した
企業の生産規模を見ると, 1,000台も生産できない企業の殆どは, 1年以
内ないしは数年間市場に留まっていたに過ぎない｡逆に, 6,000-14,000
台も生産していた企業であっても,それ以上の水準に達することのできな
かったものは姿を消している｡たとえば,みづほ自動車,昌和製作所,丸
正自動車製造,トヨモータース,板垣である｡ただし,姿を消していない
企業,目黒製作所,新明和興業,川崎明発工業がある｡なぜこのような結
果になるかについては,車の性能･品質,デザイン,量産体制･量販体制
の確立度合い,アフターサービス等のいろいろな要因に因るであろう(後
述参照)｡
(2)会社別車種別観点からの参入と退出
二輪自動車産業における寡占体制形成(1)　　51
ここでは,会社別車種別の生産状況の面から参入･退出,企業数の状況
について説明することにする｡ 『自動車統計年表』で会社別車種別生産の
数値が得られるのは1958年からである｡ 1968年で参入する企業がなくなっ
ている｡しかし,数値は切りがよい1970年までとした｡表-8　会社別車
種別生産の推移-1958-70年-によって,各社がどの分野に参入し,
どの程度の生産台数で,何年くらい存続していたかを明らかにする｡これ
によって,企業が単品生産の場合に｢どの程度の生産量を実現できないと
生き残れないか｣ということが大雑把に推測できる｡
a　第一種原動機付自転車(モペット)分野
1958年以前にこの分野で生産活動をしている企業は,全国自転車連鎖協
(58年の生産台数; 6,086台｡ 58年12月退出),田中工業(2,025台｡ 58年12
月退出),近藤鉄自転車(320台｡ 58年12月退出)であった｡なかでも,田
中工業は本田技研と同様に,自転車補助エンジン｢フェ-ザ-｣を1955年
以降販売していたが,このエンジンを取り付けた完成車｢タスフェ-
ザ-｣ (ペダルが付いていた｡ 50cc, 1.7ps/4,500rpm, 60km仙)を1956
年から量産してモペットブームを起こすことになった｡ 1957年には耐久性
に優れた美しいスタイリングのボディを備えた｢タスモペット7HF｣
を, 1958年には｢タスモペット9HF｣ (ペダルが無くなっている｡50
cc, 2ps/4,500rpm, 75km爪)を投入している｡ 『モーターサイクリスト
国産モーターサイクル戦後史』 1987年8月号臨時増刊には1956年モデル
を販売した次の社名が掲載されている｡大槻工業｢オーッキダンディー｣
(本田技研の農発H型エンジン-空冷2サイクル50cc, 2ps/5,700rpm
-を搭載したモペット),富士オートバイ(日米富士自転車から独立し
た会社｡ 56年に倒産したので同系会社の富士自動車がこれを継ぐ｡ 57年に
社名をフジモーターに変更) ｢フジコンパス｣ (自転車スタイルの完成車｡
59cc, 2.6ps/5,500rpm),ブラザー精密工業｢マイダーリングB2｣
秦-8　会社別車種別生産の推移-1958-1970年
原付第1種(モペット｡ 50cc以下)
会社年 鉄1959 田1961 田"1963 田B1965 田b1967 田1969 都                
本田技研工業 2ﾃ#139,238 鼎cBﾃc3b605,028 鼎cﾃsB490,859 鼎SﾃC迭457,220 鉄sﾃ唐643,673 田ﾃR682,510 鉄ィﾃSsb                
鈴木自動車 山口自転車工場 平野製作所 宮田製作所 東昌自動車工業 板垣 ヤマハ発動機 三共電気 東京発動機 ブリヂストン 丸正自動車製造 ゼブラモーター 富士重工業 川崎航空機 その他 づ途ﾃsbづCS46,657 64.391 1,972 ll,441 21,743 3,478 35,670 涛づ3S#2ﾃC#r"ﾃ3srcﾃピR"ﾃsCB津湯cﾃccﾃ鉄b"ﾃ#湯#BﾃSSr"ﾃC3##ﾃ123,071 125,㈱ 2,032 64,294 56,632 30,167 80,763 3,183 18,382 10,227 15,750 田づCc3津Cﾆﾂﾃ迂#津3C津cッ3BﾃcSCR2ﾃCッ2ﾃンcsﾃ"118,895 22,903 14,331 56,507 ll 7,839 4,251 3な;r32ﾃs2#"ﾃ#cB3Bﾃ#2S110,403 46,304 28,556 22 3,096 645,601 ッﾃ3"rﾃsS#BﾃS#bBﾃs#Bﾃ33R202,989 138,843 14,7(姫 9,032 1,CX)9,243 s2ﾃ##sBﾃ322ﾃ#sRﾃsSﾃC津Cc221,219 187,565 1,473 1,092,767 c"ﾃ3RCづC唐#ンRﾃS湯                                                                                                    
計 鉄ﾃsc324,590 当ﾒﾃsr1,134,535 15,546 田C津#sr       
原付第2種(オートバイ｡ 51cc～125cc)
会社年 鉄1959 田1961 田"1963 田B1965 田b1967 田1969 都                
本田技研工業 鼎rﾃS73,348 ﾃS32246,(冶6 鼎SRﾃSSr631,COS 都cづC#B#3ﾃscR791,383 218,749 田ビﾃc3r##bﾃCCB584,932 174,574 鉄bﾃC32sRﾃピ654,245 150,992 塔津唐ﾃン                       
東京発動機 rﾃS46,486 bﾃャB32,108 鼎ﾃ3"35,513         
鈴木自動車 ﾃゴ44,445 鼎BﾃC#R56,915 ﾃC149,142           
ヤマハ発動機 RﾃR34,836 鼎ﾃS途56,468 都2ﾃS125,(光5 s"ﾃcR164,777 3ﾃ#"220,190 ﾃ3cr262,945 ﾃ33"                     
目黒製作所 山口自転車 ﾃ3cBﾃC1,540 16,171 釘ﾈｸ｣rﾃ#S1,282 14,450 塔sS2ﾃ3sR638              
CJI
jZR
軽二輪車(オートバイ｡ 126cc-250cc)
会社年 鉄1959 田1961 田"1963 田B1965 田b1967 田1誹59 都                
本田技研工業 鉄2ﾃピ269,082 都rﾃツ77,651 都2ﾃ3b78,051 牝4ｲ津CS119,309 涛"ﾃ3"ll,096 づs#71,462 #2ﾃS             
鈴木自動車 澱ﾃCr4,760 "ﾃcc"6,4鵬 ﾃc"3,401 釘ﾃC"12,215 RﾃSS"24,021 迭ﾃs澱18,272 津S                
ヤマハ発動機 ﾃャ28,640 bﾃCcR14,324 Bﾃ都b18,813 RﾃS327,525 rﾃツ31,783 づ田65,440 塔ﾃsr                 
目黒製作所 新明和興業 東京発動機 山口自転車 湯ﾃ#RﾃCコrﾃ32ﾃ#CR12,303 6,321 4,445 1,023 湯ﾃ途Rﾃ3ﾃ3c9,093 2,359 25 537 3,018 迭ﾃャrﾃCBC#r湯ﾃS#R5,668 21 707 ﾃSbs2C#25,607 BS3,754 免ﾂﾃsづC16,355 8,666 Bﾃs3ﾃ#唐ヲﾃS#"18,715 1,472 175,361 ﾃS迭"ﾃsC#S津CR                                                 
丸正自動車 その他 釘ﾃ#"ﾃ#6,134 14,210 澱ﾃSﾃ3劔24 168,434 途sRﾃr1 91,922                 
計 #"ﾃ3SR146,918 CﾃCビ113,413 (派,661 #ﾃc          
自動二輪車(オートバイ｡ 250cc以上)
会社年 鉄1959 田1961 田"1963 田B1965 田b1967 田1969 都                
本田技研工業 ﾃs3,550 迭ﾃ#27,109 rﾃ3C21,482 Bﾃ#b#397,850 都ﾃ"36,525 ﾃ126,665 cづSs                       
目黒/川崎 ﾃ31,246 都"727 都cr870 97 ﾃ37,044 湯ﾃSS20,956 bﾃsS              
ヤマハ発動機 S途181 269 田3266 155 鼎#bづS32589 ,452 2ﾃb15,763 唐ﾃCﾃC3Rﾃピ"3,760 8,301 1,∝X) 田"ﾃSc2bﾃ"ﾄ                           
ライラック 鈴木自動車 その他 剴CS 0 鼎#"cモ224 181,023 唐ﾃ3S79 854 BS4,910             
計 迭ﾃS5,246 途ﾃ38,257 2,948 RﾃScR5,175 3"ﾃコ160,682 コﾃs#2              
資料; 『自動車統計年表』 1959-1971年から作成o
〓罫皿単価柵瀬L;bLlか湘b蔀萱諌蘇())　　53
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(59.5cc, 2.3ps/3,200rpm),大府産業｢ベビークライマー｣ (75cc)｡ 1957
年以降に田中工業などがモペットを導入した誘引の一つは, 1956年10月に
通産省と陸用内燃機関協会主催の｢欧州バイクモーター工業界調査団｣が
ヨーロッパのモペット事情を視察したことの成果である｡もう一つは,1955
年4月から施行された｢道路交通法｣の改正規則(第1種原動機付自転車
は50cc以下,第2種は125cc以下として,従来の2サイクルは60cc以
下, 4サイクルは90cc以下という格差をはずして両者を一律にし,ヨーロ
ッパの基準に準じた｡また排気量の区分も国際的な125ccにした)である｡
1958年になると,ヨーロッパ原産のモペットを日本の使用条件に合うよ
う改良した機種でもって参入する企業が現れた｡鈴木自動車(4月),本
田技研(8月),伊藤内燃機(28台｡ 10月参入, 12月退出),山口自転車
(12月)である｡鈴木自動車は｢スズモペットSMl｣,本田技研は｢ホン
ダスーパーカブCIOO｣,山口自転車は｢山口オートペットAPIO｣ (ガスデ
ン製あるいはホダカ製のエンジンを搭載した)を投入した｡特に｢ホンダ
スーパーカブCIOO｣はモペット分野で先導的な役割を果たし,モペット
が異常な速さでわが国及び米国(そしてアジア)で普及定着することに非
常に大きな貢献をした｡
1959年に参入した企業は,平野製作所,宮田製作所,東昌自動車工業
(東京発動機と昌和製作所の共同出資会社),板垣,その他(会社数不詳)
である｡従って,当年には7社以上が存在していたことになる｡東昌自動
車と板垣の両者は年産2万台前後に達したにもかかわらず1960年には退出
している｡平野製作所は年産2,000台以上に達し得なかったが故か1961年
に退出している｡他方,宮田製作所は年産60,000台に達したにもかかわら
ず,エンジンの設計あるいは調達上の問題か,量販体制を構築することが
出来なかった故か, 1962年に退出している｡
1960年に参入した主な企業は,ヤマハ発動機,三共電気,東京発動機,
ブリヂストン自転車(60年10月に社名をブリヂストンサイクル工業に変
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更),丸正自動車製造,ゼブラモーター,富士重工業の7社である｡従っ
て,当年には主要企業14社とその他の企業(数は不詳｡ 60年の生産台数;
21,180台)が存在していたことになる｡ただし,その他の企業は6月には
全社退出している｡一方それ以外の企業は12月まで生産しているから,1960
年の後半には14社が存続していたことになる｡ 1961年には川崎航空機,新
三菱重工業(61年の生産台数;5,173台｡この年に退出),その他企業(数
は不詳｡ 61年生産台数; 10,577台)が,参入している｡ 1961年のモペット
生産台数は, 1972年以前において最も多い113. 5万台(58年の22. 3倍)
を記録している｡きわめて短期間にこれだけのモペットが需要されたのは,
原動機付自転車よりスタイルがよく,従来の125cc級オートバイ並みの馬
力とスピードを備えており,それよりも軽量で操縦しやすく,しかも値段
はそれほど高くない,このような車が供給されたからである｡換言すれば,
モペットブームにあやかろうとの思惑から多数の企業が参入したことで,
生産量が一気に増大した｡急増する需要に対応できるよう量産体制を構築
することのできた企業及び｢ホンダスーパーカブCIOO｣と遜色のない性
能と品質の車を供給できた企業が生き残り,そうでないものが消え去って
いった｡山口自転車,宮田製作所,富士重工業が去ると,次に東京発動機
が,そしてブリヂストンサイクル工業が去っていった｡
b　第二種原動機付自転車分野
1958年現在においてこの分野に存在する主要な企業は10社で,そのほか
にトヨモータース(58年の生産台数;9,509台),昌和製作所(6,999台),
板垣(6,656台),丸正自動車(4,354台),マーチン製作所(3,609台),ヘ
ルス自動車(3,416台),関東商工(3,399台),伊藤機関工業(1,363台),
片倉自転車(親会社は片倉シルク｡ ｢カタクラシルクK型｣ -ガスデン
製125ccエンジン使用｡ 1,203台),富士重工業(1,070台),田中工業(577
育),中日発動機(545台),ロケット商会(521台),平野製作所(104台),
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藤田鉄工所(52台),みづほ自動車(10台)の16社(43,387台)とその他
(会社数不詳｡ 556台) -これらの合計43,943台-である｡ 1958年内に
退出した企業はないようである｡従って,この年には27社強の企業が存続
していたことになる｡
1959年に参入した企業は,エムロ(ヘルス自動車工業は57年モデル｢エ
ムロECⅡ｣, 58年モデル｢エムロデラックスEDIOO｣を造っている｡同
社は｢エムロ｣の製造元｡ 3,575台)とツバサ工業(ダイハツ系の会社｡)
である｡エムロとヘルス自動車を同一会社であるとすると, 1959年の新規
参入は1社である｡他方,当年内に退出した企業はマーチン製作所(5月｡
1,196台),平野製作所(5月｡ 8台),トヨモータース(8月｡ 1,777台),
ツバサ工業(11月｡ 539台)の4社である｡
C　軽二輪自動車分野
1958年における企業は,主要企業8社,これ以外に昌和製作所(58年生
産台数; 7,437台),ヘルス自動車工業(3,314台),ツバサ工業(2,787台),
片山産業(1,339台),マーチン製作所(1,225台),ロケット商会(1,041
育),富士自動車(707台),トヨモータース(675台),伊藤機関工業(640
育),陸王モーターサイクル(524台),藤田鉄工所(414台｡ 6月退出),
みづほ自動車工業(408台｡ 7月退出),宮田製作所(310台), DSK自動
車工業(254台｡ 4月参入),田中工業(252台｡ 11月退出),日本高速機関
(214台),富士重工業(77台｡ 1月退出),片倉自転車工業(75台｡ 6月退
出)の18社(21,693台)とその他(335台｡企業数不詳)で,合計26社以
上が存在していた｡これらのうち, 1958年に新しく参入した企業は1社で,
退出した企業は5社である｡従って, 1958年末まで存続していた企業は21
社強ということになる｡
1959年に新たに参入した企業は,板垣(5月｡ 50台)だけで,逆に退出
した企業は,マーチン製作所(335台｡ 5月),陸王モーターサイクル(70
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台｡ 6月),板垣(7月),トヨモータース(1,084台｡ 8月), DSK自動
車工業(286台｡ 8月)の5社である｡従って, 1959年末まで存続した企
業は,主要企業8社のほかに昌和製作所(5,193台),ヘルス自動車工業
(2,028台),ツバサ工業(1,345台),伊藤機関工業(360台),ロケット商
会(584台),富士自動車(620台),宮田製作所(314台),片倉自転車工業
(228台),その他(片山産業,日本高速機関,ほか｡ 1,713台)の18社強で
ある｡主要企業8社で90.3%の132,708台,その他で9.7%の14,210台を生
産した｡
1960年に参入した企業はなく,退出した企業はヘルス自動車工業(11台｡
2月),富士自動車(124台｡ 7月),片倉自転車工業(133台｡ 7月)の3
社である｡存続していた企業は,主要8社,伊藤機関工業(154台)及び
その他(推測で,ツバサ工業,ロケット商会,片山産業,宮田製作所,日
本高速機関ほか｡ 708台)で, 9-14社程度である｡ 2年間に主要企業以
外の7社強が退出したことになる｡退出した企業の殆どは,昌和製作所を
除けば,3,000台以下を生産するような小企業であった｡しかしながら,1960
年以降になると,主要企業の中に生産を中断するもの(東京発動機は61年
2月から62年2月の間),生産中止の後再び参入するもの(丸正自動車製
造は61年9月生産中止, 63年9月再参入),新たに参入して生き延びるも
の(川崎航空機は64年9月)と生き延び得ないもの(ブリヂストンは65年
7月)などが現れる｡そして, 1966年以降になると本田技研,ヤマハ発動
機,鈴木自動車及び川崎航空機の4占体制へ向かって収赦して行くことに
なる｡
d　小型二輪自動車分野
1958年に存在していた企業は,主要企業4杜のほかに,陸王モーターサ
イクル(312台),みづほ自動車(85台｡ 7月退出),日本高速機関(83台),
片山産業(81台),宮田製作所(13台｡ 11月退出),ヘルス自動車工業(7
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育)及びその他(16台) -生産台数597台-の6社強である｡うち2
社が当年内に退出したから,年末まで存続した企業は8社程度ということ
になる｡ 1959年には陸王モーターサイクル(135台)が11月に,ヘルス自
動車(29台)が10月に生産を中断し, 1960年3月(1台)に退出している｡
1960年には本田技研を頂点とするガリバー型独占状態となり,これが1969
年まで続いた(本田技研のシェア; 60年74.1%,65年94.1%,66年73.0%,69
年78.8%)｡ 1967年(丸正自動車が退出,鈴木自動車とブリヂストンが参
入)以降になると, 2位以下の企業が健闘して,徐々に本田技研の優位性
が崩れ, 1972年には本田技研(シェア;57.6%),ヤマハ発動機(17.4%),
鈴木自動車(14.5%),川崎航空機(10.5%)の4社寡占体制が形成され
ることとなった｡
上記のことを主要企業の盛衰(生産台数とシェア推移)という観点から
まとめると,二輪自動車産業の市場構造は,次のごとくになる｡
1953年から1955年の時代については,衣-9　大手10社の生産台数とシ
ェアで明らかなように,二輪車市場はまさしく自由競争の時代であった,
といえる｡ 1953年の上位3社のシェアはそれ以下の企業と比べて一桁大き
いが, 1955年になると企業数も増加し,順位もシェアも大きく変化してい
る｡この頃はどの企業も,ユーザーの求める信頼性のある車(品質･性能,
耐久性,操縦性等で優れたマシン)をタイミングよく,投入することで大
きく成長できる機会を与えられていたのである｡つまり, 1950年代半ばか
ら1960年代半ばにかけての二輪自動車産業は,どの企業にも大きく成長す
る機会を与えられていた時代であった｡それゆえ,信頼性のある車を設計
し,それを大量生産できる技術を確立する努力をした企業が生き残ること
が出来たのである｡この点を(55年以降の状況を)次に説明しよう｡
二輪自動車産業における寡占体制形成(1)　　59
秦-9　大手10社の生産台数とシェアー-1953年, 1955年-
1953年 955年  
会社.順位 h蝎IBシェア 傀x犬生産台数 h4h4        
本田技研 津s途18.0 42,557 b        
新三菱 BﾃSC"14.8 30,223 免ﾂ綯     
富士重 東京発 "ﾃRﾃS13.8 6.4 t20,621 45,338 途纈r紕              
丸正自 澱ﾃcb3.7 7,218 繧      
みづほ 迭ﾃc33.4 10,344 釘     
新明和 迭ﾃC3r3.3 b9,529 綯     
目黒 釘ﾃB3.0 ｢7,396 繧      
北川 釘ﾃピ22.9 ,503      
三光工 釘ﾃCS2.7 ,935 縒    
合計 cRﾃsB100 59,395         
荏;企莱数:1953年53杜(うちスクーター6社), 1955年72社(同5社)｡ 1955年の上
記以外の大手10社:⑤トヨモータース11,029台　⑧鈴木9,079台　⑨山口自転車
8,622台　⑲昌和製作所7,508台｡資料; 『自動車統計年表』 1954年, 1956年｡
秦-10　クラス別企業別生産台数及びシェアの推移-1958年, 1960年, 1968年-
1958年 960年 968年   
台数 h4h4台数 h4h4台数 h4h4         
モペット 
本田 2ﾃ#25.9 鼎cBﾃc3b51.4 田ﾃR66.0        
鈴木 づ途55.3 涛づ3S10.9 s2ﾃ##16.5        
山口 ﾃsb2.1 #2ﾃC#r13.6 辻-       
宮田 辻16.7 田ﾃゴr6.8 忠ﾂ迭ﾃsS0.5       
ヤマハ 辻田ﾃcc6.7 sBﾃ3216.6       
他 唐ﾃCS涛RﾃsC"10.6 宙7Rﾃ#s0.3      
計 鉄ﾃsc100 涛Bﾃsr100 ﾃC津Cc100           
第二種原動機付自転車 
本田 鼎RﾃS22.5 ﾃS3234.2 鉄bﾃC3253.1         
東発 rﾃS17.6 bﾃャB12.4 忠ﾂ鼎づコ4.9         
鈴木 ﾃゴ15.0 鼎BﾃC#R15.0 sRﾃピ18.1       
ヤマハ RﾃR7.5 鼎ﾃS途14.0 ﾃ3cr21.7          
新明和 途ﾃ#sr3.4 rﾃC325.9 宙7R免ﾂﾃ#1.2      
他 都ﾃン34.0 鉄Bﾃ涛218.5 湯ﾃc1.0        
計 ﾃc釘100 澱ﾃツR100 涛s"ﾃS100         
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軽二輪自動車 
本田 鉄2ﾃピ244.0 都rﾃツ55.4 づs#43.3      
ヤマハ ﾃャ8.9 bﾃCcR18.8 づ田32.4        
鈴木 澱ﾃCr5.2 "ﾃcc"9.0 迭ﾃs澱6.5      
目黒 湯ﾃ#7.6 湯ﾃ途6.6 Bﾃs316.4 1.4        
丸正 釘ﾃ3.4 澱ﾃS4.7 辻       
他 rﾃs澱30.9 途ﾃs#"5.5 宙7Rﾃ#唐     
計 #"ﾃ3SR100 CﾃCビ100 塔津S#"100       
小型二輪自動車 
本田 ﾃs55.0 迭ﾃ#274.1 ﾃ77.1            
目黒 ﾃ325.7 都"10.0 湯ﾃSS7.2        
ヤマハ 7.5 田3CS9.1 6.5 唐ﾃC6.4         
陸王 "6.2 5.6 剪円駐ﾃC3R7.9       
丸正 辻剪Rﾃピ"1.4 100     
他 ?コ???.3 辻?
計 迭ﾃS100 途ﾃ3100 3"ﾃコ        
スクーター 
新三菱 鉄津csR52.7 鼎づ田"39.5 途ﾃcビ-    
富士重 鼎津3#43.6 鉄津ツr48.3 7.1 00 100    
平野 釘ﾃ#R3.7 辻辻    
ヤマハ 2ﾃ#- 唐ﾃs辻Ò      
他  澱ﾃ35.1 辻    
計 00 #2ﾃ涛B100 途ﾃcビ    
注;(川)は川崎, (ブ)はブリヂストンサイクル, (鈴)は鈴木｡
資料; 『自動車統計年報』 1959年, 1961年, 1969年｡
表-10　クラス別企業別生産台数及びシェアの推移及び表-11大手9
社の生産台数とシェアの推移によると, 1958年, 1960年及び1968年におけ
るクラス別に見た市場構造は次のように変化している｡
モペット分野:1958年の鈴木,本田による独占状態は, 7社の参入
で, 7社から14社余となる｡ 1960年には首位は鈴木から本田に, 2位は本
田から山口に変わる｡山口はこの分野で2位になったが,他の分野では弱
いので,結局企業の総合力(たとえば品揃え)で有力他社にかなわなく1962
年に退出する｡ 1968年には本田の独走態勢が出来上がっている｡
二輪自動車産業における寡占体制形成(1)　　61
秦-11大手9社の生産台数とシェアの推移-1958年, 1960年, 1968年-
1958年 960年 968年   
台数 h4h4台数 h4h4台数 h4h4         
本田 Rﾃ3sR22.9 田C津#C244.1 ﾃ3C津ンb60.0       
鈴木 田bﾃ3c213.2 SRﾃCCR10.5 cRﾃ3316.2       
東京発 鼎Bﾃ8.8 鉄ﾃ3B3.4 辻-        
ヤマハ rﾃィ5.4 3づS29.4 鼎#2ﾃ318.8 3.5         
山口 づs#3.7 Cﾃ9.6 辻       
目黒 免ﾂﾃ鉄2.4 BﾃS31.0 都づ#B      
宮田 辻- 田2ﾃピ24.3 宙7RrﾃcS0.8 0.3     
新三菱 鉄津csRll.9 鼎づ田"3.3 辻   
富士重 鉄ﾃCsR10.0 鉄津ャr4.1 途ﾃcビ    
他社 づ#3b21.5 #bﾃc3"8.6 辻-       
その他 涛r0.2 Rﾃ唐1.7 湯ﾃc0.4         
合計 鉄2ﾃビ100 ﾃ3bﾃsR100 ﾃ#Sﾃ33R100           
資料;衣-10と同じ｡
第二種原動機付分野: 1958年は企業数26社余で,上位3社は伯仲状態で
ある｡ 1960年には15社余に減少する一一一一万で,本田が一歩飛び出しているが,
鈴木,ヤマハ,東京発が追走している状態である｡ 1968年には本田がトッ
プを走るが,ヤマハは｢yA-1｣の成功でもって勢力を伸ばし2位につ
けている｡他方,東京発は姿を消し,鈴木が着実に伸張している｡
軽二輪車分野: 1958年の企業数26社余で,本田がダントツの力を示して
いる｡ 1960年には12社余に減少する一方で,本田とヤマハがともに10ポイ
ントも勢力を伸ばしている｡ 1968年には本田がシェアを12.1ポイントも落
とす一方で,ヤマハ,特に目黒-川崎が6.6%から16.4%へと,シェアを
伸ばしている｡
小型二輪車分野: 1958年において,この分野は10社余からなる典型的な
寡占状態である｡当初から本田が2位の目黒を大きく引き離している｡こ
の分野の最小生産規模は年産300-500台程度であるだろうが, 1960年には
本田は1桁大きい年産5,000台を実現して,首位をキープしている｡他方,
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企業数は半減して5社余となる(陸王が退出,丸正が参入)｡ 1968年には
本田は10万台を実現,他方で丸正が退出し,鈴木が参入して2位を確保す
る｡本田をトップとする｢ガリバー型寡占体制｣が形成される｡
本田,鈴木,ヤマハが,各クラスに高品質･高性能なマシンを品揃えす
ることで極めて順調にシェアを伸ばした｡山口はモペットクラスで一時存
在感を示したがモペットから小型二輪車までの品揃えという点で大手3社
に敵わなかった｡目黒は1960年頃には存続が巳まれたが,川崎と合併する
ことで,製品開発力を強化して,経営資源を第二種原動機付自転車以上に
集中して,品揃えを充実することで発展の糸口を捕らえ, 4強の一角とし
て存在感を示すことになった｡わが国の二輪車メーカー各社は, 1955年以
降高品質･高性能な製品を開発することに生き残りをかけた｡この製品開
発競争がこの産業の性格を規定している｡よって,この産業は市場構造的
には｢製品開発型競争的寡占｣といってよいであろう｡
2　オートバイ産業における価格競争
1950年代初め頃か1965年頃にかけて,激烈な価格競争がおこなわれて弱
小企業が市場から排除されて寡占的市場構造が形成されたか,というと必
ずしもそうではないようである｡オートバイ産業で価格引下げを実行して
販売量を延ばそうとした有名な企業は,みづほ自動車製作所である｡中神
滴氏によると｢戦前からの老舗である同社は,時代の流れに対して保守的
でありすぎた｡基本的に同じエンジンをのせ新型車を業界も首をかしげる
ほどたびたび値下げして薄利多売の方向に進んだ｡さらに(55年に) 250
ccの4ストロークと2ストロークを販売し,これも同じ方向をとったこと
がキャブトンの命取りになった｣と記している2)｡この程度の記述では,
価格競争の状況について理解できないので,多少の情報を整理してみるこ
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とにした｡
この会社は,内藤正一氏が大正12 (1923)年に航空機部品の製作会社
｢みづほ｣を起こしたときに始まっており, 1927年に合資会社｢高内製作
所｣を設立し,純国産の175cc, 2サイクルのPLCエンジンを完成させて
いる｡ 1946年に戦時中海軍に納入された電源用小型エンジンを自転車用捕
助エンジンに転用することを考えて作られたのが｢ビスモーター｣ (2サ
イクル, 62cc, 1.2ps)である｡ 1949年に戦後の第1号車｢キャブトンAH
型｣ (4サイクルOHV, 500cc, 19psエンジンを搭載｡戦前のVG型とは
フロントフォークがテレスコピックになった以外殆ど車体は変更されなか
った)を完成させている3)｡その後,みづほ自動車はオートレース用の350
ccを補助金でもって開発する｡このエンジンはギャンブルレースで好成績
を残し, ｢キャブトン｣の名前を全国的に広めることになった｡ ｢キャブト
ン｣は1949年度19台,翌年度58台(50年34台)しか売れなかったが, 1951,52
年に体制を整えて,大型車専門メーカーとして伸びてゆくことになる(坐
産台数: 51年度165台, 52年度1,149台｡表-4参照)｡そして1953年には
次の6機種を揃える｡
600cc : RTS (OHV2気筒エンジン)
500cc:RTF (OHV2気筒エンジン), RG (単気筒エンジン), VG (早
気筒エンジン)
350cc : RBH (OHV単気筒エンジン), VBI (SV単気筒エンジン)
そこで,同年9月に価格引下げを断行し, ｢工場渡し価格｣は次のよう
になる｡
600ccのRTS : 30万円から28. 5万円｡
500ccのRTF : 27.0万円｡ RG : 24.0万円｡ vG : 23万円から22万円｡
350ccのRBH : 19.5万円｡ VBI : 17.0万円｡
これらの価格((｢RTS｣と｢RTF｣以外)は,競争企業のそれと比べて
格段に安いのである｡たとえば, ｢メグロZ5｣ (498cc)の工場渡し26.0
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万円｡ ｢ハリケーンRBll｣ (346cc, 13ps/3,700rpm)の工場渡し25.0万
円｡ ｢メグロレックスY｣ (348cc)の工場渡し22.0万円｡ ｢陸王グロリー｣
(345cc)の東京渡し23.8万円4)｡
この引き下げ価格を全国統一価格とした｡ 1954年6月頃のみづほ自動車
の製品系列と価格体系は次のとおりである｡ただし,カッコ内の数値は排
気量,圧縮比,最高出力, 1リットル当り出力である5)｡
600cc--キャブトンRTS (594cc, 6.5,28ps/4,000rpm, 47.lps)｡
21.5万円｡
500cc･--キャブトンRTF (498cc, 6.5,24ps/4,000rpm, 48.2ps)｡
20. 5万円｡
--キャブトンRK (498cc, 6.1,19ps/3,800rpm, 38. 2ps)｡
18.5万円｡
400cc--キャブトンRL (397cc, 5.5,14ps/5,500rpm, 35.3ps)｡
15.0万円｡
350cc--キャブトンRBH (346cc, 6.0,16ps/5,500rpm, 46.2p)｡
16.5万円｡
--キャブトンVBI (346cc, 5.5,12p/5,500rpm, 34.7ps)｡
13.5万円｡
どの企業もまだこのような全国統一価格を打ち出していない時期に,他
社に先駆けて実行した点は評価できる｡また1954年には｢RTS｣の2気筒
を単気筒にした250ccエンジンを量産し他社に供給する一方,このエンジ
ンを搭載した｢ミズホMJ｣と125cc級のブームに乗って｢ミズホMQ｣と
を1955年にデビューさせている｡この年にみづほ自動車は125-600ccまで
8機種を投入し,他社よりもいち早くフルライン体系-製品階層別価格体
系を形成した｡それは以下のごとくである｡
600cc--キャブトンFXT (594cc,28ps/5,500rpm,47. lps)｡ 23.0万円｡
500cc--キャブトンFXN (498cc, 19ps/3,800rpm,38.2ps)｡ 20.0万円｡
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400cc---キャブトンRSL (398cc, 14ps/4,000rpm, 35.2ps)｡不明｡
350cc---キャブトンFXO (346cc, 15ps/4,000rpm,43.4ps)｡ 18.0万円｡
250cc--キャブトンFXP(249cc, 13.8ps/4,800rpm,55.4ps)｡ 16.0万円｡
--ミズホMJ (EXPと同じエンジン, 12.9ps/4,250rpm, 51.8
ps)｡ 13.5万円｡
･･･-ミズホMM25 (249cc,14.2ps/5,500rpm, 57.Ops)｡ 12.0万円｡
200cc･--ミズホMM (198cc, 13.8ps/5,500rpm, 69.7ps)0 ll. 5万円｡
125cc--ミズホMQ (123cc, 6ps/4,500rpm, 48.8ps)｡不明｡
この製品体系はこの当時としてはよくできているが,たとえば本田技研
の1955年の125cc ｢ベンリイJB｣ (ll.5万円)と350cc ｢ドリームSB｣
(21.5万円)の価格差は10万円であることと比べて,みづほ自動車の価格
体系は製品間の価格差が小さすぎる嫌いがあるように思う｡他社に先駆け
てフルライン体系を形成したことはそれなりに評価できる｡問題は,価格
引下げによって需要が増大したかということと,それが競争他社にどれほ
どの影響を及ぼしたかということである｡
みづほ自動車の販売戦略は次のごときものである｡ ｢昨年(53年)来数
字に亘って販売価格の引下げを断行して国際価格の確立と,販売価格の明
示による明朗取引を行って斯界を先達する意気を示したが,その生産する
車種も600-350cc,サイドカーに併せて, 0. H. Ⅴ. 250ccエンジンと同
じく同エンジン用4段ミッションは,何れも驚異的な出力を発揮するのみ
ならず,国際水準を行く堂々の性能を誇っている｡工場も精巧な諸機械を
完備して,益々近代的施設による量産を図って月産平均1,000台を突破し,
益々軒昂,躍進を続けている｣と6)｡設備については,中神氏によると,
資本金は1954年に450万円,同7月に5,200万円に増資され,設備の拡充が
図られた｡同年10月に株式会社に組織替えされ,翌年に資本金が1億円に
増資され,大企業になった｡また,冨成氏によると,本社･犬山工場は敷
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地500坪,従業員150名,名古屋中川工場は,それぞれ, 2,000坪, 150名｡
他に昭和区円山町にみづほミション㈱を持っていた7)｡
みづほ自動車の生産は次のように伸張している｡ 1952年度1,149台, 1953
年度8,124台, 1954年度自動二輪7,955台,軽二輪2,782台,計10,737台｡
1952年708台, 1953年5,638台, 1954年11,484台, 1955年10,344台, 1956年
2,343台(衣-4,表-6参照)｡中･重量車を中心としている企業で月産500
台以上も生産している状況は,十二分に量産水準に達しているといってよ
いであろう(陸王モーターサイクルが新会社として発足した50年3月の従
業員は289名,主力製品は1,200cc及び750cc級の自動二輪車｡その月産規
模は51-52年度は50-60台, 53-56年は130台前後｡独逸のツユンダップ
とは商品構成が違うが,その月産は3,000台<下記参照>)｡ 1954年度ある
いは54年までは,商品の充実と価格引下げ効果で,生産は伸びた｡しかし,
商品の品揃えが最も充実し,量産効果が現れるはずの1955年以降,生産は
縮小に転じた(56年1月倒産)｡みづほ自動車は薄利多売を目指して低価
格戦略を展開したが,それは思わぬ事態を引き起こした｡たとえば, 250
cc級の価格は, ｢ミズホMJ｣は13.5万円, ｢ミズホMM｣は12.0万円であ
るのに対し, 125cc級の｢ヤマハYA-1｣は13.8万円, ｢スズキコレダST
l｣は12.0万円で, 250cc級と125cc級の価格が殆ど同じである｡あまりの
安さにユーザーはなぜそんなに安いのかと不安を抱く一方,競争メーカー
からは安いからすぐ壊れるであろうとの噂が流される等によって,売れ行
きは芳しくなくなったのである8)｡
オートバイの品質･性能は,世界的水準から見てどのくらいの格差があ
ったのであろうか｡たとえば,西ドイツのツユンダップ(ztindapp-Werk
Gmb.H.)は, 1922年に1,000台目を生産し, 1942年に25万台を達成した｡
1945年のドイツ敗戦の廃櫨から170人のスタッフで再建に着手, 1952年に
月産3,000台の水準に達した｡ 1954年の生産車種とその性能は,従来の600
cc (｢KS601｣, 4サイクル水平対向2気筒597cc, 28ps｡リッター当り
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46.9ps),新型250cc (｢B250｣, 4サイクル水平対向2気筒oHV,シャフ
ト･ドライブ, 247cc, 18.5ps｡リッター当り74.9ps),新型200ccのモー
ターサイクル(｢エラステイク｣, 2サイクル, 198cc, 9.5ps ｡リッター
当り48.Ops)とスクーター(｢ベラR200｣, 2サイクル, 199.5cc, 6.5ps,
リッター当り32.6ps),従来の200cc(｢ノルマ･ルックス｣, 2サイクル,198
cc, 8.3ps,リッター当り41.9ps)と150ccスクーター(｢ベラR150｣,
147.9cc, 6.7ps,リッター当り45.3ps)である9)0
性能(リッター当り出力)面から比較すると,みづほ自動車の600ccは
ツユンダップとほぼ同じ, 500ccは大東製機の｢DSK･A50｣ (55年｡
493.7cc, 50.6psA)や日本高速機関工業の｢ホスク500DA｣ (55年｡ 498.5
cc, 50.2ps/1)よりは劣る｡ 350ccは｢メグロレックスY｣ (53年｡ 42.7ps/
1)や｢ドリームSB｣ (55年｡ 344.6cc, 43.5ps/1)と同水準｡ 250cc
(｢MJ｣車重155kg,最高時速93km｡ ｢MM25｣同148kg,同95km)は,ツユ
ンダップよりはるかに劣るが, ｢ライラック250SY｣ (55年｡ 242.3cc,車
重142.5kg,最高時速100km｡ 35.1psn), ｢ドリームSA｣ (55年｡車重171kg,
最高時速100km｡ 42.7ps/1)よりは優れる｡ただし,最高速度はやや劣っ
ている｡ 125ccは｢ヤマハⅥ卜1｣ (車重94kg,最高時速80km｡ 44.7
PSA)とほぼ同じである｡性能面から見て,みづほ自動車の車は国産他社
の車と比べてひどく劣っているわけではなく,ほぼ同じ水準と見てよいの
ではないか｡ただし, ｢重量当たり最も高価な車｣といわれ,且つ1955年
11月の第1回浅間火山レースで1-4位を独占した車(｢ヤマハYA-
1｣)と比較して,売れ行きが伸びなかったのはそれなりの原因があった,
と推定できる｡ ｢キャブトンは重く,フレームがすぐ壊れた｡操縦性が悪
く,工具はいつも持って歩かなければならない,といった不評があったよ
うである｡｣また｢ベストといわれた『RTS』でさえ公称28馬力は実質20
馬力と陰口されたようである｡｣ 10)薄利多売の後ろに何かあるのではない
かと,ユーザーに不安や疑念を抱かせたものは,数値で示されている性能
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を保証する｢技能･もの作り｣ (部品の加工精度や車体の強度)に問題が
あったのではないか｡事後的証拠として,みづほ自動車は,保守的で新し
いメカニズムを取り入れることで遅れをとったこと(たとえばサスペンシ
ョン:後にスイングアームを採用するのは55年である),航空機出身の技
術集団を抱える企業と比べてその技術精度が劣ったことで,後発メーカー
(たとえばヤマハ発動機)に追い抜かれてしまったことなどが考えられる｡
1955年前後の時期はモーターサイクルの品質･性能を向上させることで販
売を増加させるのが最良の戟略であったにもかかわらず,みづほ自動車は
価格引下げて販売を増加させる戦略をとったのである｡この行動が,業界
全体の価格引下げにつながったかどうかは資料不足のため明らかではない｡
1955年以降の125cck級と250cc級の価格動向11)を調べたところ,激しい
価格競争が行われたようには思えない｡ 125cc級の価格は, 1955,56年の11
万円代を底にして, 1957-59年12万円代, 1960-63年13万円代に上昇して
いる｡他方250cc級の価格は, 1955年17万円代, 1956, 57年19万円代, 1958, 59
年18万円代, 1960-63年18万円弱代となっている｡インフレのことを考慮
しなければならないが,オートバイの品質･性能の向上を考えると,価格
は実質的にはほぼ同一水準であったのではないか(もちろん,販売現場で
は値引きは行われたかもしれない)｡二輪車産業において寡占体制が形成
される過程では価格競争は殆ど行われなかったのではないか,と推測する
のである｡
ところで,企業が価格競争を展開しようと思えば,コスト削減の努力が
実行されていること,あるいは量産の効果が得られる体制が出来上がって
いること,という背景がなければならない｡二輪車産業において,量産の
効果が現れていることを明白に確認することは難しい｡日本の乗用車産業
において｢1967-70年間に乗用車1台当たりの生産額が最低となることか
ら,このころ量産体制が確立｣ 12)していることが確認できる｡これと同じ
手法で,モーターサイクル1台当たりの生産額を計算したものが,表-12
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秦-12　二輪車1台当り生産額(単位:万円)
モーターサイクル 刄ａ[タースクーター 剴ﾖ車  
午 I9h.粟ｧ｢指数 I9h.粟ｧ｢指数 I9h.粟ｧ｢指数             
1949 唐縱cコ100 釘紊#B100 迭Sc100      
1950 唐經S#298 迭R115 澱120        
1951 唐繝sS2101 唐C187 唐經Cr162       
1952 湯經#sb109 227 湯縱#C185         
1953 湯紊Sコ108 紊Sモ237 湯縱33r185      
1954 唐緜3sB99 3s2227 唐纉Cb170        
1955 唐縱s唐100 湯紊3"213 唐纉##2170     
1956 唐纉c102 "#274 湯緜s#b184         
1957 唐纉R102 "纉#sr292 湯繝188        
1958 湯CSb107 "緜3sB286 イ192         
1959 途緜ssr88 2Cs300 唐紊B161        
1960 澱經75 "緜SR285 途135           
資料; 『自動車統計年報』 1954年, 1955年, 1958年, 1961年から作成｡
秦-13　モーターサイクル･クラス別1台当り生産金額(単位:万円)
50cc以下 1-125cc 26cc以上   
午 仞ｧ｢指数 仞ｧ｢指数 仞ｧ｢指数       
1953 100 迭縱SC84 經C98             
1954 剴b經ャR96 湯經cSB89   
1955 剴b繝Cs100 縱3S"100      
1956 都"105 途紊SR108 免ﾂ經cィ108       
1957 s100 途cc108 免ﾂ繝2110           
1958 纉sコ199 唐經#125 "縱涛R119       
1959 縱C187 湯3136 "纉#cr120         
1960 釘紊Ss223 湯纉都2146 "纉3Sb120      
資料; 『自動車統計年報』 1961年から作成｡
二輪車1台当り生産額と表-13　モーターサイクル･クラス別1台当り
生産金額である｡
オートバイ1台当りの生産額は,全体としては, 1952,53年を山として
1960年に向けて下降している｡ただし,衣-13に示しているクラス別1台
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当り生産額では,このことは確認できない｡ 1955年ごろから125ccブーム
を起こす第二種原動機付部門及び1958-60年にブームを起こすモペット部
門は,生産が伸びる割には1台当り生産額は低下していない｡その一つの
要因は,弱小企業が多く参入して,生産額を増大させたのかもしれない｡
換言すれば,企業数が多く且つモデル数が多く存在することは(58年には
100モデル以上あった),それぞれが独自の設計で部品や付属品を使用する
ことになるであろうから,部品工業部門では多品種少量生産となって,
オートバイ1台当り生産額が小さくはならない,と考えられる｡このよう
な数値であるにもかかわらず,私は,この業界で先行した｢本田技研は1953
年後半から1955年ごろ量産体制を確立し, 1958年以降業界のリーダーとし
ての地位を確保している｣という認識に立っている｡その理由は,当社は
他社に先駆けて多額の設備投資を実施しているからである13)｡また1961,62
年頃には日本のオートバイの性能は国際的に認知され,その上で1960年代
半ば以降輸出が急速に伸びる｡それが可能であるためには,それ以前に
(55-60年の間に)二輪車産業の量産体制は確立しているのではないか,
と考えるのである｡
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ョンに前:テレスコピック,級:スイングアームを採用｡当時は進んだメカニズ
ムの車であった｡ 52年モデルは一一般的に,サスは前:松葉式かテレスコピック,
後:リジッドかプランジャーである｡
5), 6) 『モーターサイクリスト』1954年7月増大号, 108,9頁及び『オートバ
イ』 1955年7月号, 72-76頁｡
二輪自動車産業における寡占体制形成佃　　71
7)中神,前掲書,冨成,前掲論文｡
8)中神,前掲書, 58,9頁｡冨成氏はこの点について｢53年春から全国統一価格を
採用し,同時に3-5万円という大幅な値下げを数回にわたって段階的に実施す
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10) 『オートバイ･グラフィティ』51,2頁｡
ll)前掲『モーターサイクリスト』 1987年8月号に掲載してある車種･価格の中か
ら, 1年10銘柄を任意に選んだ｡すべての銘柄に価格が記載されているわけでは
ないので, 10銘柄を掲げることの出来ない年もある｡ 250cc級だけを｢車種･型,
価格(単位:万円)｣の順で示す｡
1955年
ライナーTW-----20.5
ホンダドリームSA　-18.7
ポインターエースPA5 -18.5
アサヒ250HAⅢ ･--18.5
ツバサT80A ･----17.5
クルーザーsc55　--17.5
ライラック250SY --17.5
スミタ250F　----･17.0
キャブトンFXP　--16.0
ミズホMJ　-----･13.5
(平均17. 5)
1958年
DSKAB ---･･----23.5
ポインターエースPAT-19.5
ライラックCY ･---18.8
ヤマハYD-1-･---18.5
ドリームスポーツCS71-18.2
ハリケーンT92C　--18.0
ライラック250FY5　-17.5
トーハツハリーTA　-16.5
クルザ- SC58 ･---16.4
スズキコレダTM--15.9
(平均18.3)
1956年
スズキコレダTT --23.5
IMC R型---･---22.0
ライナーTW Ⅱ---･19.8
ポインターエースPATⅣ-19.5
クルーザーsc56　--19.5
オリンパスキングOS2-18.5
ツバサG-120Ⅹ　--18.5
メグロジュニアS3 -18.2
オリンパスキングOH-17.0
(平均19.6)
1959年
ドリームスーパースポーツ-23.0
DSKAI3　------21.0
ライラックランサーマークⅤ-18.8
ドリームスーパースポーツCB72-18.7
アサヒHB ------18.5
メグロジュニアS5 -18.2
ライラックLS18　--17.8
ホンダドリームC71-17.2
ヤマハDY-2-･---16.8
トヨモーターFJスポーツ-15.5
(平均18.6)
1957年
DND250GW------21. 0
スズキコレダTP　--20.5
ライナーTWⅢ----19.8
ポインターエースPAT-19.5
IMC MS　------19.5
IMC T ･･･-------19.0
キャブトンMA2501･････18.5
ハリケーン250T92--18.0
ツバサGY　-･･---･･17.5
ホンダドリームC70-16.9
(平均19. 0)
1 960年
IMC KB　-‥-----21.5
ライラックMF19　--18.8
ドリームCS72 ･-･-･18.2
メグロジュニアS7　-18.2
ライラックLS18-2-17.8
メイハックラウン60-17.5
ドリームC72 ･-･--･17.2
コレダツインエース250TA-17.0
ポインターエースPAT1 -16.8
オリンパススーパーツイン60-16.3
(平均17. 9)
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1961年
コレダTBスーパーツーリング･･･17.5
1962年
ドリームCL72 ･････････18.9
ドリームCBM72　--18.7
ヤマハスポーツYDS-2･･･18.7
ヤマグチマスターYMB-17.5
オl)ンパススーパーツイン-17.0
シルバーピジョンピーター･･･17.0
ヤマハ250YD-3　--16.8
(平均17.8)
1963年　　　　　　　　　　1964年
ヤマハツーリングYDT-1･･･18.2　ヤマハスポーツYDS-3 -18.7
メグロジュニアS8 -･18.2　カワサキ250メグロSGT-18.5
ドリームCⅢ72　--･17.2　ライラックLS18-3　-17.8
スズキコレダ250T-10　　　　　(平均18.3)
----･---･---17.0
スズキコレダ250TC -17.0
(平均17.5)
12)水川備｢自動車工業｣三輪芳郎編『現代円本の産業構造』青木書店, 1991年所
収, 132頁｡
13)上位企業は1960年頃までにかなりの設備投資を行い,設備の近代化,生産の合
理化を行っている｡たとえば,上位8杜(本田技研,鈴木日工,新明和興業,ヤ
マハ発動機,目黒製作所,平野製作所,新三菱重工,富士重工)は, 1958年度に
17.4億円, 1959年度に28. 9億円(計画)の設備投資を行っている｡これに対し,
上位企業以外,殊に専業メ-カーの大部分は,経営基盤が貧弱な中小企業のため
ト分な設備投資が行えない｡たとえ設備投資を行ったとしても,上位企業と比べ
てかなり少ないので設備の近代化,生産の合理化,生産効率の向上,製品の品質
改善等を進めることが困難である｡これによって,上位企業と下位企業の格差が
広がったと考えられる｡通産省重工業局,前掲書, 528頁参照｡
(追記)
当論文は,平成17年度専修大学国内研究員として,研究した成果の一部
である｡
